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フレキシブル IoTエッジコンピューティングモデルと応用  
 

荻野正†1	 北上眞二†2	 白鳥則郎†3 
 

概要：クラウドコンピューティングを中心とする大規模な IoTシステムにおいて，ネットワーク負荷の増大，応答遅
延やプライバシー侵害などの問題が懸念されている．解決策として，エッジコンピューティングが提案されている．
しかしながら，単にクラウドの処理をエッジに移すだけでは，ローカルの IoTシステム間のデータの共有ができない
等から利用者の利便性を損ねることになる．我々は，この問題を解決するために，マルチエージェントベースの柔軟

な IoTエッジコンピューティングアーキテクチャを提案している．提案アーキテクチャでは，クラウドとエッジの機
能分担を動的に変更することで，クラウドでの全体 適化とエッジでの個別 適化を適切に実現する．本稿では，そ

のアーキテクチャモデルの説明と，エネルギー管理システムと ITSへの応用例について示す． 
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Flexible IoT Edge Computing Model and Its Applications 
 

TADASHI OGINO†1	 SHINJI KITAGAMI†2 
NORIO SHIRATORI†3 

 
Abstract: On a large-scale IoT system based on cloud computing, problems such as increase of network load, delay in response, 
invasion of privacy, are concerned in recent years. As a solution to this problem, edge computing has introduced to the IoT 
systems. However, if you migrate the cloud function to the edge too much, the collected data cannot be shared between IoT 
systems and this decreases the usefulness of the IoT system. In this paper, we propose a multi-agent based flexible IoT edge 
computing architecture to balance global optimization by a cloud and local optimization by edges and to optimize the role of the 
cloud server and the edge servers dynamically. Also, as its application examples, we introduce an energy management system 
and a parking management system based on proposed edge computing system architecture to show the effectiveness of our 
proposal. 
 
Keywords: IoT, edge computing, cloud computing, flexible, multi-agent 

 

1. はじめに    

	 近年，多くのセンサや装置がインターネットに直接接続

され，人間の介在なしに様々なサービスを提供する IoT シ
ステムが注目されている[1]． IoT システムは，産業部門，
家計部門，社会部門などでの利用が拡大しているクラウド

集中型アーキテクチャである． 大規模なクラウド集中型
IoT アーキテクチャのシステムでは，ネットワーク負荷の
増大，フィードバック応答の遅延，プライバシー侵害など

の問題があることが指摘されている[2]． 
	 クラウド集中型 IoT アーキテクチャの問題を解決するた
めに，IoTアーキテクチャにエッジコンピューティング（EC）
の概念が導入されている[2,3]．EC では，データ収集機能，
フィルタリング機能，およびフィードバック制御機能が，

クラウドではなく，例えば携帯電話基地局のエッジサーバ

あるいはセンサとアクチュエータに近い IoT ゲートウェイ
などに実装される．その結果，通信トラフィックの不足や

フィードバック制御機能の遅延を解決することが可能とな

る．しかしながら，エッジサーバへの過度のクラウド機能

の移行は，ローカル IoT システム間で収集されたデータを
共有することが困難となる等から，IoT システムの利便性
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を低下させる[4]．また，EC はエッジドメインにおけるロ
ーカル 適化に有効であるが，複数ドメインのグローバル

適化を実現することはできない． 
	 これらの問題を解決するために，我々はいくつかの研究

を行ってきており，クラウドとエッジの役割を 適化する

環境適応型 IoTアーキテクチャを提案した[5-7]． 
本論文では，これらの研究を更に拡張し，従来の EC の問
題点を解決するための柔軟な IoT エッジコンピューティン
グアーキテクチャを提案する．提案する IoT アーキテクチ
ャでは，クラウドによるグローバルな 適化とエッジによ

るローカル 適化のバランスをとり，マルチエージェント

技術によってクラウドサーバとエッジサーバの役割を動的

に 適化する． 

2. 背景  

  現在，さまざまな IoT アーキテクチャが標準化団体や研
究者によって提案されている[1]．しかしながら，以下のよ
うな問題点があることが分かっている[2]． 
 
 1）センサ数が多い大規模な IoT システムでは，膨大な量
のデータを収集することでネットワークの通信帯域が枯渇

し，サービスレベルが低下する． 
 2）インターネットとクラウドにおける通信の集中が制御
遅延の原因となる．制御遅延は，データ収集の頻度にも依

存する． 
 3）クラウド上にすべてのデータを収集するため，セキュ
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リティ問題が懸念される． 
 
  これらの問題点を解決するために，エッジコンピューテ
ィング（EC）の概念が IoTアーキテクチャに導入された[3,4]．
EC は，データの発生源または制御対象の近くの場所で処
理を実行する．Fig.1 に，EC システムを使用した IoT アー
キテクチャ（IoT-EC）の構成を示す．このアーキテクチャ
では，データ収集機能，フィルタリング機能およびフィー

ドバック制御機能が，IoT デバイスに近い携帯電話基地局
のエッジサーバや IoTゲートウェイに実装される． 
  IoT-ECは，ネットワークトラフィックの不足やフィード
バック制御の遅延を解消するのに有効である．しかし，以

下に示す課題がある[4,7]． 
 
  課題 1）大規模な IoT システムでは，すべてのエッジサ
ーバに同じリソースを展開することは困難であり，リソー

スの異なるエッジサーバが混在することになる．この時，

エッジサーバのリソースとネットワーク環境の変化に応じ

て，クラウドとエッジ部の役割を動的に変更し，IoT シス
テム全体を 適化する必要がある． 
  課題 2）すべての IoT 機能がエッジサーバに配置される
と，垂直統合システムになり，全体的な 適化が困難にな

る．逆に，クラウドでの全体 適化を優先すると，機器の

制御などの個別 適化が妨げられる．クラウドによる全体

適化とエッジによる個別 適化のバランスをとるための

仕組みが必要になる． 
  課題 3）ある領域での個別 適化が，他の領域の個別

適化を妨げる可能性がある．その場合，エッジサーバ間で

個別 適化を行う仕組みが必要になる． 
 

 

3. マルチエージェントベースのフレキシブ
ル IoTエッジコンピューティングモデル  

3.1 基本コンセプト  

  我々は第 2章で述べた IoT-ECの問題を解決するために，
やわらかい IoT エッジコンピューティングの研究を行って
きている[4-9]．IoT-ECの課題 1に対しては，環境適応型 IoT
アーキテクチャを提案した[4,5]． Fig.2 に環境適応型 IoT
アーキテクチャの概念を示す． 
  次に，この研究を更に発展させ，IoT-ECの課題 2を解決
し，クラウドによるグローバルな 適化とエッジでのロー

カル 適化のバランスをとる柔軟な IoT エッジコンピュー
ティングアーキテクチャについて提案した[8,9]．Fig.3に示
すように，一般に，クラウドコンピューティングによる全

体 適化とエッジコンピューティングによる個別 適化は

トレードオフの関係にある．すなわち，クラウドコンピュ

ーティングは，システムの全体 適化には効果的であるが，

エッジ側のリアルタイム処理などに係わる個別 適化には

不向きである．逆に，エッジコンピューティングは，広域

にわたるシステムの全体 適化には不向きである．本稿で

提案する IoT アーキテクチャは，クラウドとエッジ間で

 
Fig.1. IoT Edge Computing 

 
Fig.2. Concept of Environmental Adaptive IoT Architecture 

 

Fig.3. Balancing Cloud Performance and Edge Performance 

 
Fig.4. Multi-agent based Architecture of Flexible IoT Edge 

Computing 
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小限の情報を交換することで，システム全体の 適化を実

現することを目的とする． 
 

3.2 アーキテクチャ  

  Fig.4に，提案する IoTアーキテクチャを示す．アプリケ
ーションは複数のサブタスクから構成され，クラウドまた

はエッジにエージェントとして割り当てられる．たとえば，

全体 適化サブタスクは，クラウドで収集されたすべての

データにアクセスする必要があるため，クラウドに配置さ

れる．リアルタイム性が要求される機器制御サブタスクは，

低遅延通信を必要とするため，制御対象に近いエッジサー

バに割り当てられる． 
  アプリケーションをサブタスクに分割してクラウドとエ
ッジに配置する場合，システム全体を適切に動作させるた

めの仕組みが必要になる．システムの 適化を制御するエ

ージェントがクラウドとエッジの両方に存在する場合，両

方のエージェントが連携して，クラウドとエッジの両方の

視点からシステム全体を適切にバランスさせる必要がある．

場合によっては，エッジエージェントが近傍の異なるエッ

ジエージェントと通信する必要がある．提案アーキテクチ

ャでは，これらの機能はエッジ間の連携として実現される．

クラウド間についても同様である． 
 

3.3 定式化  

  アプリケーション全体の 適化のバランスをとるために

は，クラウドの全体 適化機能とエッジの個別 適機能は，

適化プロセスの詳細情報を交換しながら，システム全体

の 適化プロセスの調整をする必要がある． 
  アプリケーションがサブタスクに分割され，クラウドと
エッジに配置されると，各サブタスクは，システム全体を

適化するために必要なシステム情報へのアクセスが制限

されるようになる．その結果，クラウドのサブタスクはク

ラウドシステムのみを 適化でき，エッジのサブタスクは

エッジシステムのみを 適化できることになる． 
この状態を以下のように定式化する． 

variables: 

 𝒗𝒄 = [𝑣!!, 𝑣!!,⋯ 𝑣!"!!] ; from cloud 
 𝒗𝒆 = [𝑣!!, 𝑣!!,⋯ 𝑣!"!!] ; from edges 

 𝒗𝒔 = [𝑣!!, 𝑣!!,⋯ 𝑣!"!!] ; from both 
….. (1) 

cost function: 

 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗𝒔,𝒗𝒄  ; for cloud 

 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗𝒔,𝒗𝒆   ; for edge 

 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗𝒔,𝒗𝒄 ,𝒗𝒆 = 
                                  𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗𝒔,𝒗𝒄 + 𝑘 ∗ 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗𝒔,𝒗𝒆   

   ; for both cloud and edge 

….. (2) 
global optimization (cloud): 
 𝑚𝑖𝑛 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗!,𝒗!    under 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡𝑠! 𝒗!,𝒗!  

 
local optimization (edge): 
 𝑚𝑖𝑛 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗!,𝒗!    under 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡𝑠! 𝒗!,𝒗!  

total optimization: 
  𝑚𝑖𝑛 𝑐𝑜𝑠𝑡! 𝒗!,𝒗! ,𝒗!     

                                                 under 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡𝑠! 𝒗!,𝒗! ,𝒗!  

….. (3) 
 

変数𝑣 は，アクセス可能なノードの配置によって 3つの
タイプに分類される．𝑣!は共有変数で，クラウドとエッジ
の両方に影響を与える情報である．𝑣!は，クラウドの動作
のみに影響を与える変数である．𝑣!は，エッジの振る舞い
にのみ影響する変数である． 
  costc( )および coste( )は，それぞれクラウドまたはエッジ
でのみ計算されるコスト関数である．costt( )は総コスト関
数であり，システム全体の 適化は，すべての制約の下で

このコスト関数を 小にする事であると定義する． 𝑘は，
クラウドの処理とエッジの処理のバランスを調整するため

のパラメータである．  ここでは総コストは costc( ) と 
coste( )の一次式と仮定する． 
  クラウドとエッジは，Fig.5.に示すように共有変数を交互
に交換することで， 適化を実現する． 

4. 全体最適化と個別最適化の例  

  以下の章で，提案アーキテクチャのアプリケーションと
して，次世代 EMS(Energy Management System)と次世代
ITS(Intelligent Transport System)を取り上げる．Fig.6, Fig.7
に，各システムの全体 適化と個別 適化の概念図を示す． 
  次世代 EMS については，電力供給が逼迫した時に需要
家の電力消費を削減することにより電力需給を安定化させ

る DR(Demand Response) の導入が進んでいる．DRでは，
RA(Resource Aggregator)が電力供給と電力需要が一致する
ように，需要家の電力消費を抑制する．需要家は，あらか

じめ契約した削減量に対する実削減量の割合に応じて報酬

金を得る．しかしながら，需要家への太陽光発電や蓄電池

の導入が拡大すると，需要家の消費電力の予測が困難にな

る．また，現在の DR は電力需給バランスの維持や需要家
に対するユニバーサルサービスを目的としており，それぞ

 
Fig.5. Protocol for Optimizing Between Cloud and Edges 
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れの需要家における快適性や省エネ性は考慮されない．つ

まり，EMS においては，RA がクラウドサービス，需要家
EMS がエッジサービスの位置づけとなる，また，RA によ
る電力需給バランスとユニバーサルサービスが EMS の全
体 適化，需要家 EMS による快適性や省エネ性の維持が
EMSの部分 適化となる． 
 

 

Fig.6. 次世代 EMSの構成 

 

 
Fig.7. 次世代 ITSの構成 

  

	 次世代 ITSは，交通事故の減少と交通渋滞の緩和のため
の管理と制御を行う．一方で，自動車単体の自動運転／運

転支援システムは，目的地への早期到着と運転者の快適性

を確保するための制御を行う．すなわち，安心・安全で快

適な交通社会を実現するためには， 次世代 ITSと自動運転
／運転支援システムの連携が欠かせない．ここで，次世代

ITS がクラウド，各車両の自動運転／運転支援システムが
エッジの位置づけとなり，次世代 ITSによる交通事故減少
と交通渋滞の緩和が全体 適化，自動運転／運転支援シス

テムによる目的地への早期到着と運転者の快適性確保が個

別 適化となる． 
  以下の章で,それぞれのアプリケーションへの本アーキ
テクチャの適用について詳細を述べる. 
 

5. エネルギー管理への適用  

  本章では，提案アーキテクチャのエネルギー管理への適
用について述べる． 
5.1 電力デマンドレスポンス (DR) 

  近年，電力供給が逼迫したり電力料金が急騰したりした
時に需要家の電力消費を削減することにより電力需給を安

定化させる電力デマンドレスポンス(DR)システムの導入
が進んでいる[12,13]．DRシステムの基本構成を Fig.8に示
す．DR では，リソースアグリゲータ(RA)が，翌日の天気
予報や過去の電力消費データに基づいて電力需要を予測し，

電力供給と電力需要が一致するように，需要家の電力消費

を削減する．一方，需要家は，あらかじめ契約した削減量

に対する実削減量の割合に応じて報酬金を得る． 
  しかしながら，需要家への太陽光発電や蓄電池(Fig.8 の
SB)の導入が拡大すると，需要家の消費電力の予測が困難
になる[11]．また，現在の DR は電力需給バランスの維持
（すなわち，電力システムの全体 適化）を目的としてお

り，それぞれの需要家における快適性や省エネ性（エネル

ギー消費の個別 適化）は考慮されない[7]．今後，DR を
普及させるためには，電力システムの全体 適化とエネル

ギー消費の個別 適化を両立させる高度 DR システムの開
発が欠かせない． 
5.2 高度 DRの定式化  

  高度 DR において，RA によるクラウドサービスが実現
する全体 適化と，各需要家のエネルギー管理システム

(EMS)が実現させる個別 適化の要件と制約は以下の通り

となる． 
 
（1）RAによる全体 適化 
  電力需要が電力供給を上回る場合は，RA はインターネ
ットを介して需要家に対して電力消費の削減を要請する．

Fig.9 (a)に，RAによる電力需給の全体 適化のイメージを

示す．ここで，各需要家に要請する電力削減量は平等に配

分するものとする． 
  RAによる全体 適化の目的関数を式(4)に示す． 

RA

･･･需要家
EMS

需要家
EMS

需要家
EMS

Internet

需要家(ビル， 工場， 家庭)

エッ ジ エッ ジ エッ ジ

クラウド

発電所

RA: Resource
Aggregator

EMS: Energy	Management	System

ITS

･･･ADAS ADAS ADAS

Internet

エッ ジ エッ ジ エッ ジ

クラウド

ADAS: Advanced	Driver	Assistance	System
車両 車両 車両

ITS: Intelligent Transport System

 

Fig.8. Electric Power Demand Response System 
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𝒗! = 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡 , 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡 ,⋯ 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡  

𝒗! = [𝑆 𝑡 ]  

𝐶𝑜𝑠𝑡!(𝒗!,𝒗!) =  !
!

!! !
!!

− 𝐶𝑅 𝑡
!

!
!!!     … (4) 

𝐶𝑅 𝑡 =  !
!

(!! !
!!

)!
!!!   

𝐶! 𝑡!
!!! = 𝐷! 𝑡 − 𝑆 𝑡!

!!!   

  ここで，S(t)は時刻 t における電力供給量，Dk(t)は時刻 t
における需要家 k の電力需要量，Ck(t)は時刻 t における需
要家 kに対する削減要請量，Rkは需要家 kの契約削減量，n
は需要家数である． 
  式(4)は，それぞれの需要家の契約削減量に対する実削減
量の割合の標準偏差を意味する．RA は，この目的関数が
小になるように，各需要家への削減量を配分する． 

RAによる全体 適化の制約条件を式(5)に示す． 

𝐶! 𝑡 ≥ 0, 𝐷! 𝑡 ≥ 0,  𝑅! ≥ 0, S t ≥ 0  … (5) 

  電力需給をバランスさせるためには，RA や各需要家に
導入される蓄電池の活用が有効である[13]．この場合，電
力需給の状況に合わせて蓄電池を効果的に蓄放電制御する

必要となる． 
（2）需要家 EMSによる個別 適化 
需要家 EMS は，需要家内の設備を制御し，快適性と省エ
ネ性を維持する．特に，快適性を維持するために，RA か
ら電力消費を削減する要請がきた場合であっても， 小電

力消費（需要ベースロード下限）を下回らないように制御

する． また，省エネ性を維持するために，所定の消費電力

上限値（需要ピークロード上限）を超えないように制御す

る． Fig.9（b）は，需要家 EMS による快適性と省エネ性
を維持するための個別 適化のイメージを示す． 
需要家 EMSによる個別 適化の目的関数を式(6)に示す． 

𝒗! = 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡 , 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡 ,⋯ 𝐷! 𝑡 ,𝐶! 𝑡  

𝒗! = [𝐵! 𝑡 ,𝐵! 𝑡 ,⋯𝐵! 𝑡 ]  

   𝐶𝑜𝑠𝑡! 𝒗!,𝒗! =

               1 − !! !
!!

    +   𝑆 !! ! !!! ! !!! ! )
!!

+!
!!!

                           𝑆(!! ! !!! ! !!! ! )
!!

)    … (6) 

𝑆(𝑥) = 𝑥,𝑤ℎ𝑒𝑛 𝑥 > 0
0,𝑤ℎ𝑒𝑛 𝑥 ≤ 0    

  ここで，Bk(t)は需要家の快適性を維持するための時刻 t
における需要ベースロード下限，Uk(t)は需要家の省エネ性
を維持するための時刻 t における需要ピークロード上限で
ある． 
  式(6)の第 1項は，契約削減量に対する実削減量の割合を
意味する．式(6)の第 2項は，快適性についてのコストを意
味する．電力消費が需要ベースロード下限を下回った場合

は，目的関数に快適性コストが加わる．式(6)の第 3 項は，
省エネ性についてのコストを意味する．電力消費が需要ピ

ークロード上限を上回った場合は，目的関数に省エネ性コ

ストが加算される． 
  需要家EMSによる個別 適化の制約条件を式(7)に示す． 

𝑅! − 𝐶! 𝑡 ≥ 0,𝐵! 𝑡 ≥ 0, 𝑈! 𝑡 ≥ 0  … (7) 

   𝐷! 𝑡 − 𝐵! 𝑡 − 𝐶! 𝑡 ≥ 0 

   𝐷! 𝑡 − 𝑈! 𝑡 − 𝐶! 𝑡 ≥ 0 

  電力需要が電力供給を大きく下回った場合は，需要家に
設置した蓄電池への充電により，需要家の電力需要を増加

させるように要請する（いわゆる上げ DR）．この場合，需
要家における省エネ性を維持するために，電力需要が需要

ビークロード上限を上回らないように，蓄電池への充電量

を制御する． 
  式(4)と式(6)に示した通り，高度 DRの全体 適化と個別

適化は，時系列 適化問題となる．また，RA（クラウド）
と各需要家 EMS（エッジ）の目的関数をバランスよく 小

化するためには，RAと需要家 EMSの間で調整が必要とな
る．RAと各需要家 EMSの目的関数の重みが等しいものと
仮定すると，高度 DR全体の目的関数は式(8)の通りとなる． 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡!(𝒗!,𝒗! ,𝒗!) = 𝐶𝑜𝑠𝑡! 𝒗!,𝒗! + 𝐶𝑜𝑠𝑡!(𝒗!,𝒗!) 

     … (8) 

 

(a) 

 

(b) 
Fig.9. Optimization of Advanced DR System 

(a)  Global Optimization by RA 
(b) Local Optimization by Consumer’s EMS 
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5.3 システム構成  

  以上に示した定式化に基づく高度 DR システムのシステ
ム構成図を Fig.10 に示す．電源供給が逼迫する場合，RA
は，式（6）に基づいて電力需給の均衡をとるために各顧客
に割り当てるべき削減要求の電力量を計算する． 一方，顧
客の EMS は，快適性と省エネルギーを維持した状態で，
式（7）に基づいて電力需要を調整する． ここで，RA と
需要家 EMS間で式(4)および式(6)の v sのデータを交換する

ことにより，RAによる全体 適化と需要家 EMSの個別

適化のバランスを取る．  
5.4 シミュレーション評価  

ここで，需要家が 3件（C1，C2および C3）の場合につ
いて提案アーキテクチャに基づく高度 DR システムのシミ
ュレーション結果を示す．Table1 に，時刻 tjにおける各需

要家 k の契約削減容量 Rk，電力需要量 Dk(tj)，需要ベース
ロード下限 Bk(tj)を示す． 
電力供給が 600kWh（すなわち，電力供給が 300kWh 不

足）の場合，RAによる全体 適化の結果を Table2の Step1
に示す．ここで，Ck(tj) は，時刻 tjにおける各需要家 k対す
る削減要請量である．Step1 では，RA の 適化コストは 0
となるが，需要家 2に対する削減要請量 177kWhが需要ベ
ースロード下限を下回り快適性が劣化するため，需要家 2
の 適化コストが高くなった．これは，需要家 EMS によ
る個別 適化は反映されておらず，従来型の DR システム
の制御結果と一致する． 

Table2の Step2は，各需要家 EMSによる個別 適化を反

映した結果である．需要家 2については， 適化コストが

0 になるが，その分削減量が減少するためコストは変化し
ない．しかし，需要家 1と 3の削減量が増えるため，Step1
に比べて 適化コストが改善した． 
このように，提案アーキテクチャに基づく高度 DR シス

テムでは，RA の全体 適化（電力需給のバランス）と需

要家 EMS の個別 適化（快適性の維持）を両立させるこ

とが可能となり，全体の 適化コストを 1.43 から 0.96 に
約 33%改善することができた．  

 

6. ITSへの適用  

  本章では，提案アーキテクチャの ITSシステムの駐車場
管理システムへの適用について述べる． 
6.1 ITSと駐車場検索システム  
  ITS(Intelligent Transport Systems，高度道路交通システム)
とは，人と道路と自動車の間で情報の受発信を行い，様々

な課題を解決するシステムである．自動車自体は多数のセ

ンサを持つ情報処理装置であり，IoT システムのエッジで
あると捉えることができる．その周りに存在する人や駐車

場等の設備も同じくエッジであり，これらのエッジからの

情報を集約して処理するクラウドが存在する大規模なクラ

ウド−エッジシステムである[12,13]．本論文では，ITSの中
で比較的単純な駐車場検索システムに対して我々の提案す

るアーキテクチャを適用して評価を行う． 
6.2 駐車場検索システムの定式化  

  ここでは，車が駐車できる駐車場を探すシステムを駐車
場検索システムとする．課金システム，駐車支援システム，

周遊システム等は考慮せず，１台の車が１回だけ駐車でき

る駐車場を見つけるシステムとする．駐車場検索システム

では，各自動車が，駐車したい駐車場を指定して駐車可能

かどうかを確認し，可能であれば駐車する． 
  自動車は，駐車できるまでの待ち時間を 小にすること

Table 1. Simulation Condition 

 C1 C2 C3 Sum 

Rk  [kWh] 150 290 50 490 

Dk(tj) [kWh] 300 300 300 900 

Bk(tj) [kWh] 100 200 250 550 

margin [kWh] 200 100 50 350 
Rk : contract reduction amount of customer k   

Dk(tj): power consumption of customer k at time tj 
Bk(tj): demand base-load lower limit of customer k at time tj 
margin:margin for reducing power consumption of customer k 
 

Table 2. Results of Optimization 

 C1 C2 C3 RA Costt 

Step 1 

Ck(tj) 

[kWh] 
92 177 31 300 - 

Cost 
0.39 0.65 0.39 

0.00 1.43 
1.43 

Step 2 

Ck(tj) 

[kWh] 
150 100 50 300 - 

Cost 
0 0.65 0 

0.31 0.96 
0.65 

Ck(tj): reduction allocation amount to customer k at time tj  
 

 
Fig.10. System Configuration of Advanced DR System 
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を目標とする．駐車場側は，できるだけ空きスペースがな

いようにする． 
 
 Coste,carN = Tw,carN 
 Coste,parkingM = 1−UparkingM    … (7) 

 
  ここで，Tw,carNは，車 N の待ち時間，UparkingMは駐車場

Mの利用率とする．エッジ全体のコスト関数は以下の通り． 
 
 Coste＝ΣTw,carN＋k×ΣCoste,parkingM  … (8) 
 
k は，全体のコスト関数を計算する時の，車の待ち時間と
駐車場の空き率の重みを調整するパラメータである． 
  車，駐車場いずれも複数が存在し，どちらもエッジであ
るとしている．通常は，各車と各駐車場が個別に１対１で

情報交換するため，全体 適を司る機能は存在せず，エッ

ジのコスト関数を計算することができない．そこで，提案

システムでは，車および駐車場の調停を行うアグリゲータ

（aggregator）をクラウドに導入することで，全体 適化を

図る． 
 
 Costc ＝ Coste ＝ΣTw,carN＋k×ΣCoste,parkingM … (9) 
 
6.3 システム構成  

全体 適の機能が存在しない場合には，Fig.11 のように
車と駐車場が個別にエッジ間通信を行うことで，駐車場所

の検索を行っている．提案システムでは，Fig.12 のように
クラウドに配置される全体 適を司るアグリゲータを介し

て車と駐車場がエッジ−クラウド間通信を行う． 

 

Fig.11. Traditional Parking System 

 

Fig.12. Cloud Edge Parking System 

 

6.4 通信プロトコル  

駐車場を検索する場合は，車からアグリゲータに，希望

駐車場のリクエストを送る．アグリゲータは駐車場に問い

合わせし，その駐車場に空きがあればその情報が，空きが

ない場合には代替駐車場の情報を返信する． 

 
Fig.13. Protocol for Cloud Edge Parking System 

 

6.5 シミュレーション評価  

  駐車場が２個所のシンプルなケースでのシミュレーショ
ンを行う．車は指数分布に従って目標の駐車場に到達する．

駐車スペースがない場合には，従来システムではその駐車

場で空きができるまで待つものとする．新システムでは，

もう一方の駐車場に問い合わせをし，空いている場合には

移動して駐車する．この時，移動には移動時間がかかり，

待ち時間にはこの移動時間も含むものとする． 
  駐車場０の駐車可能台数を 10台，駐車場１は 10台，出
発間隔は平均 10 分，駐車時間は平均 50 分〜100 分，移動
時間 5 分，シミュレーション台数 5,000 台の場合の待ち時
間結果を以下に示す． 

 
Fig.14. Waiting Time for Case0 

 

待ち時間は移動時間を含めても 30％以上削減している．
また，駐車場の利用率結果を以下に示す． 

 
Fig.15. Usage Ratio for Case0 
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駐車場の利用率は，従来システムと提案システムではほ

とんど変わらない． 
駐車場１の駐車可能台数を 15 台に増やした場合のシミ

ュレーション結果を以下に示す． 

 

Fig.16. Waiting Time for Case1 

 

従来システムでは，駐車場１の待ち時間は大幅に減少し

ているが，全体としては駐車場０の待ち時間が先程と同様

のため平均値としては約半分になっている．提案システム

では，どちらの待ち時間も大幅に減少していることが分か

る． 

 

Fig.17. Usage Ratio for Case1 

 

駐車場の全体での利用率自体はほとんど変わらない． 

以上の２ケースの場合には，駐車場全体の利用率自体は

変わらないが，待ち時間が 30％以上削減されている．実際
の応用ケースでは，待ち時間が減少することで車の収容可

能台数が増え，トータルとしての利用率は向上していくも

のと予想される． 
 

7. まとめ  

  本論文では，クラウドでの全体 適化とエッジでの個別

適化のバランスをとるため，柔軟な IoT エッジコンピュ
ーティングアーキテクチャを提案し，その定式化を提案し

た． また，提案したアーキテクチャを電力デマンドレスポ
ンスシステムと駐車場検索システムに適用し，その有効性

を示した．今後の研究として，クラウドとエッジによる分

散 適化問題の一般的な定式化とエッジ間の協調制御につ

いて検討する予定である．  
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